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はじめに 

 

 

本検討会は、本年４月に関越自動車道において発生した高速ツアーバスの事故を踏

まえ、輸送の安全確保等の観点から自動車運送事業者における法令等の遵守状況を確

認するという役割を担う監査について、安全規制の実効性を確保するための抜本的な

見直しを行うに当たり、幅広い専門分野の方々の意見を反映させるため、国土交通省

自動車局に設置されたものである。 

本検討会は、本年 8 月から 10 月まで計三回にわたり会合を開催し、各委員の知見

を活かしながら、貸切バス事業者を中心とした自動車運送事業者に対する監査のあり

方について検討を行い、今般、その見直しの方向性について中間とりまとめを行った。 

この中間とりまとめは、貸切バス事業以外の自動車運送事業についても対象としてい

る。 

今後、この中間とりまとめにおいて示された方向性を踏まえて具体的な制度の見直

しを行い、最終とりまとめを行う予定である。 
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Ⅰ 自動車運送事業者に対する監査の課題 

 

１．現行監査の問題点 

 

自動車運送事業者（以下、単に「運送事業者」という。）に対する監査（ここ

では国の職員による立入検査をいう。以下同じ。）は、基本的には、運送事業者

が輸送の安全確保等に係る法令等を遵守して事業を適正に経営しているかどうか

を確認するものであり、その結果を踏まえ、必要な場合は改善指導や行政処分を

行うことにより、輸送の安全確保のために一定の役割を果たしてきた。 

しかしながら、現状の運送事業者に対する監査においては、 

① 運送事業者の営業所数に比して、これらに対処する監査官（ここでは監査を

実施する国の職員をいう。以下同じ。）の数が少ないことにより、運送事業者

の法令遵守状況等を確認する頻度が十分でないため、 

ア 輸送の安全確保のために法令等で義務づけられていることを適切に実施で

きていない運送事業者に対して、監査官による改善指導が十分に行われてい

ない、 

イ 悪質な運送事業者を見逃している可能性がある、 

② 運送事業者が、実際には必要な運行管理を行っていないにもかかわらず、書

面だけ形式的に整えている場合、違反の発見が困難である、 

③ 監査に基づく事業許可取消処分が行われる前に、事業廃止により処分逃れを

行い、別の事業者として運送を継続する運送事業者が存在する、 

④ 監査の結果に基づき処分されても再度違反を行う事業者が存在する、 

といった課題があり、これらは輸送の安全確保に支障を及ぼす可能性がある。こ

のため、この監査について抜本的な見直しを行うことにより、これらの課題に対

応していく必要がある。 

 

 

２．監査の見直しの方向性の検討 

 

本検討会においては、上記の監査に係る課題を踏まえた以下の二つの主要な論

点について検討を行うとともに、これらに関連する他の論点についても検討を行

うことにより、監査の抜本的な見直しの方向性を「Ⅱ」のとおりとりまとめた。 

① 全ての運送事業者に対して網羅的に法令違反等の状況について確認・指導する

ための制度設計のあり方 
② 悪質な運送事業者を確実に排除するための制度設計のあり方 
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Ⅱ 運送事業者に対する監査の見直しの方向性 

 

１．効率的・効果的な監査の実施 

 

（１）運送事業者に対する確認・指導 

 

「Ⅰ １．」の監査に係る課題の①として示したとおり、運送事業者の営業

所数に比して、監査を実施する監査官の人数が限られている状況の下、今後は、

法令遵守の一層の徹底を図るため、例えば以下に掲げる新たな手法の導入等を

検討することが必要である。 

 

① 第三者機関の活用による貸切バス事業者等の確認・指導の実施 

トラック事業においては、貨物自動車運送事業法に基づく貨物自動車運送

適正化事業実施機関（以下「トラックの適正化事業実施機関」という。）が、

全てのトラック事業者の営業所に対して定期的にその法令遵守状況等に関す

る巡回指導を行っている。 

今後は、貸切バス事業等においても、トラック事業と同様に、監査をサポ

ートする第三者機関を設置し、これを活用することによって、貸切バス事業

者等の営業所に対して、その法令遵守状況等に関する確認及び必要な場合の

改善指導を行えるようにする（第三者機関のあり方については「３．（１）」

に記述）。 

 

② 第三者機関による確認結果の監査への活用 

第三者機関が行った確認や指導の結果については、①運送事業者に義務付

けられた法令又は法令に基づく基準のうち、遵守しないことにより輸送の安

全確保に支障を及ぼす可能性が高いものに係る違反がある、あるいは、②こ

のような違反があるにもかかわらず、改善されていないといった評価内容を

第三者機関から国に提供することにより、国が悪質な事業者を発見するため

の端緒として当該情報を活用できるようにする。 
また、トラックの適正化事業実施機関については、国との連携の更なる強

化等に係る措置を講じる。 

 

（２）運送事業者による自己チェック等の実施・報告 

 

運送事業者の法令等の遵守に対する意識を高めるため、運送事業者が、各営

業所における重要な法令等の違反の有無等を自ら確認（自己チェック）すると

ともに、違反があった場合は改善し、さらに、その確認、改善等の状況を定期
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的に国に報告する仕組みを設けることが有効であると考えられる。 

なお、運輸安全マネジメントにおいて、内部監査を行い、その結果を公表す

ることが義務づけられている運送事業者については、当該結果をこの報告にお

いても活用することが考えられる。 

この場合において、運送事業者からの報告等を確実にするとともに、その内

容の信頼性を高めるためには、その報告様式、所要の添付資料等を定め、運送

事業者が適切に報告しない、又は運送事業者からの報告に虚偽の内容が含まれ

ることが発覚した場合に、厳しい処分を課す仕組みを設けるなど、制度の作り

込みを入念に行うことが重要である。 
また、運送事業者の自己チェック等に関しては、（１）の第三者機関の確認

等の枠組みに組み込むことも有効であると考えられる。 

 

（３）「悪質な運送事業者」に対する監査の実施 

 

① 「悪質な運送事業者」を特定するための指標 

これまでも、効率的かつ効果的に監査を実施するため、新規許可を受けた

ことや重大事故を起こしたこと等を端緒情報として定めて監査を行ってきた

が、より効率的かつ効果的に監査を実施するため、重大な事故を引き起こす

可能性が高い「悪質な運送事業者」を抽出する指標が必要である。 

具体的には、運送事業者に義務付けられた法令又は法令に基づく基準のう

ち、これを遵守しないことにより輸送の安全確保に支障を及ぼす可能性が高

いもの（以下「重要な法令等」という。）について、違反がある、又は違反

している可能性が高い運送事業者であることを指標とすることが適当であ

る。 

（重要な法令等の違反と考えられるものの例とその考え方） 

・名義貸し・事業の貸渡し禁止違反 
  輸送の安全に必要な運行管理が全く行われない可能性が高い無許可営業

を助長する。 

・運行管理者選任義務違反 
  輸送の安全に必要な運行管理が適切に行われない可能性が高くなる。 

・運転者に対する指導・監督義務違反 
  運転者が、眠気を感じたときの対応、自動車の構造特性を踏まえた運転

等、安全運転を行うために実施すべきことを認識していない可能性が高く

なる。 

 ・健康診断受診義務違反 
   運転者の安全運転に支障を及ぼす可能性がある疾病等の有無を把握でき

ない。  
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 ・交替運転者の配置義務違反 
   運転者の疲労、眠気等により安全運転に支障を及ぼす可能性が高くなる。 

 ・運転者に対する点呼義務違反 
   運転者の運転直前の酒気帯びの有無等が確認できない。 

 ・事業用自動車の定期点検義務違反 
   車輪の脱落等の重大事故の原因となりうる車両の不具合が発生する可能

性が高くなる。 
 ・運転者の運転時間等に係る基準違反 
   運転者の過労運転等の可能性が高くなる。 

 ・運行記録計による記録義務違反 
   運転者の過労運転の可能性を高める運転時間等の基準違反の有無が適切

に確認できない。 

 

② 「重要な法令等の違反」の可能性等に応じた優先的な監査の実施 

これまでの運送事業者に対する監査は、様々な端緒情報に基づき行われて

きたが、今後は、①の考え方を踏まえ、端緒情報を総合的に分析し、運送事

業者の重要な法令等の違反の可能性に応じて優先順位を決め、それに基づき

監査を実施すべきと考えられる。 

   また、貸切バス事業など、一度事故が発生した場合に多くの乗客の生命が

脅かされる可能性があるなどの点において社会的影響が大きいと考えられる

ものに対して、優先的に監査を実施していくことが重要である。 
 

③ 重要な法令等の違反の可能性に係る情報の管理 

②の観点から、重要な法令等の違反の可能性が高い運送事業者を抽出する

ために、以下のような情報を監査の端緒として活用していくことが重要であ

る。 

また、これらの端緒情報を監査情報システムにおいて一元的に管理できる

ようにすること等により、監査を実施すべき運送事業者を、重要な法令等の

違反の可能性が高い順に、効率的に抽出できるようにすることが必要である。 

 ア 運送事業者に対する第三者機関による確認の結果、重要な法令等の違反が

あった、あるいは、重要な法令等の違反があるにもかかわらず、改善され

ないといった運送事業者について、第三者機関から国に提供された情報 

 イ 運送事業者の重要な法令等の違反に関する利用者からの通報や運送事業

者の従業員からの内部通報等について、裏付け調査によって抽出された、

重要な法令等の違反の可能性がある運送事業者の情報 

 ウ 事業用自動車による交通事故について、運送事業者からの事故報告等に

基づく個別の事故の調査・分析によって抽出された、重要な法令等の違反
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の可能性がある運送事業者の情報 

 エ （２）により報告された自己チェック等の内容が不適切である、あるい

は、定められた期間内に報告が行われていない運送事業者の情報 

 

（４）街頭における監査の実施 
 

重要な法令等の違反がある運送事業者によるバスの運行においては、多くの

乗客の生命を脅かす重大事故が発生する可能性が高いと考えられるため、これ

を防止する観点から、バスの発着場などの街頭において、実際のバスの運行と

いう運送事業者の行為に係る監査を実施することが望ましい。 

また、街頭での監査は、車両に係る確認を行うという点で、これと併せて道

路運送車両法に基づく車両の安全・環境基準への適合性の確認を実施すること

が望ましい。 

なお、街頭における監査において重要な法令等の違反が確認された場合は、

その場で所要の対応を実施できるようにすることを検討する必要がある（この

点については「２．（１）①」に記述）。 

 

（５）監査業務の効率化 

 

今後、監査業務をより一層着実に実施していくためには、監査業務において

多くの時間を要する、以下のような法令等の違反の確認作業の効率化を図って

いくことが重要である。 

 

① 重要な法令等の違反の優先的確認 

現在、監査の際に違反を確認する手順が明確に定められていないが、重要

な法令等の違反を先に確認するといったことを明確化することにより、重要

な法令等の違反に対する処分基準の強化と相俟って、より効率的に事業停止

処分を実施する。 

 

② 違反件数・違反割合に応じた量定の廃止 

 現在の処分基準においては、違反件数や違反割合に応じて処分が重くな

る違反項目があるが、今後は、重要な法令等に係る違反項目については、

一律に重い処分を課すといった基準設定の単純化を実施することにより、

確認作業の効率化を図ると同時に、処分の厳格化を行う。 
  

③ 証拠力の高い情報の活用 

「Ⅰ １．」の監査に係る課題の②として示したとおり、監査において、
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運送事業者が、実際には必要な運行管理を行っていないにもかかわらず、

書面だけ形式的に整えている場合、違反の発見が困難であるという状況が

存在する。 
このため、現在も確認している運行記録計の情報について、より一層証

拠力を高めるとともに、証拠力の高い情報を増やす観点から、運転者を特

定する情報、ＧＰＳによる運行地点情報、運転時間等に係る基準違反の有

無等を記録するデジタル式運行記録計の事業用自動車への装備を義務付け

た上で、監査においてこれらを確認するといったことが実施できるように

検討を進める。 

 

（６）適切な運行管理体制の整備による監査環境の改善 
 

運送事業者に対する監査の際、一部の運送事業者においては、営業所の責任

者の所在が不明、あるいは保存が義務づけられている記録の未整理により、監

査が実施できない、あるいは効率的に実施できないケースが見受けられるが、

このような状況は、運送事業者における適切な運行管理の実施にも支障を及ぼ

すと考えられる。 

このため、運送事業者における適切な運行管理体制を整備させることにより、

このような状況を改善することが必要と考えられる。（運送事業者における適

切な運行管理体制の具体的な内容については「３．（２）②」に記述） 

 

（７）優良運送事業者の認定制度等の活用 
 

運送事業者の事故・処分履歴、運輸安全マネジメントの実施状況に関する評

価等、輸送の安全確保のための更なる取り組み等を考慮した優良運送事業者の

認定制度による認定を受けている運送事業者については、悪質な運送事業者に

該当する可能性が低いと考えられる。このため、監査を補完する観点からも、

優良認定を受けている運送事業者に対して、例えば第三者機関による定期確認

の間隔を長くするなどの優遇措置を行うことにより、運送事業者が優良認定を

受けるインセンティブを高め、優良認定運送事業者を増やしていくことが必要

である。  
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２．実効性のある行政処分等の実施 

 

（１）悪質な運送事業者に対する処分の厳格化等 

 

① 重要な法令等の違反が確認された場合の現場での迅速な対応 

現在は、例えば、 

・バス発着場等での監査時に、基準に違反して交替運転者が配置されていな

い、 

・営業所に監査に入った際、運行管理者が選任されていない、過労防止のた

めの運転時間等の基準がほとんど遵守されていない、全く点呼が実施されて

いない、 

といった法令等の違反が確認された場合であっても、国が是正命令、事業許

可取消し等の行政処分を実施するには一定の手続きを経る必要があるが、処

分が実施されるまでの間、そのままの状態で運行を継続させることは輸送の

安全確保に支障を及ぼすおそれがある。 

このため、監査官が現場で重要な法令等の違反を確認した場合は、その違

反による危険性を考慮して、迅速に、運送事業者に対する所要の是正措置を

実施することができる制度を整備することを検討すべきである。 

 

② 悪質な運送事業者に対する処分の厳格化 

これまで悪質な運送事業者を必ずしも十分に排除できていなかったことを

踏まえ、悪質な事業者に対する処分については、 

・重要な法令等の違反が確認された場合の処分を強化する、 

・名義貸し又は事業の貸渡しをしている、事業停止処分履歴がある運送事業

者が重要な法令等の違反を犯している、運送事業者が重要な法令等の違反に

対する是正命令に従わない、是正命令に対する改善報告を行わないといった

場合においては、より厳格な処分を適用する、 

・さらには、これらの処分の実効性を高めるよう、処分逃れ対策を実施する 

といった対応を行うことにより、悪質な運送事業者を確実に排除する仕組み

を構築することが必要である。 

 

ア 悪質な運送事業者に対する処分の強化 

運送事業者の重要な法令等の違反に対する抑止力を高めることにより、

重要な法令等の違反を犯す運送事業者を減少させるため、いずれかの重要

な法令等の違反の項目において違反が確認された場合に事業停止処分を課

すことができるようにするなど、処分基準を強化する必要がある。 
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イ 非常に悪質な運送事業者に対して、より厳格な処分を適用 

名義貸し又は事業の貸渡しをする、事業停止処分履歴がある上に重要な

法令等の違反を犯す、重要な法令等の違反に対する是正命令に従わない、

是正命令に対する改善報告を行わないといった非常に悪質な運送事業者に

対しては、これを排除するため、事業許可取消処分を課すといった処分基

準の強化が必要である。 

なお、行政処分による違反点数の累積期間については、これを厳格に運

用するため、現在は過去３年間となっているのを長期化することも併せて

検討する必要があると考えられる。例えば、違反点数の累積期間を過去５

年間に変更するといったことも考えられる（これに併せて処分履歴の公表

を過去３年分から５年分に変更する。）。 

 

ウ 処分の実効性を高めるための処分逃れ防止対策 

処分の実効性を高める観点から、以下のような処分逃れ防止対策を実施

する必要がある。 

ａ）現在、事業の廃止届出が事後届出となっているため、監査後、事業許

可取消の処分のための手続きを進めている間に、監査を受けた運送事業

者から事業の廃止届出を提出された場合は、処分が行えない状況となっ

ている。このため、事業の廃止届出を事前届出とすることにより、事業

許可取消処分を確実に実施できるようにする。 

ｂ）また、運送事業者が監査を受けた後に事業廃止届出を提出した場合、

処分逃れと判断されない場合を除き、これを事業許可の欠格事由とする

ことにより、処分逃れ運送事業者が再度事業許可を受けることを防止す

るとともに、車両を譲渡した他の運送事業者の役員となることなどを防

止する。 

ｃ）この場合において、処分逃れ対策を厳格に実施するためには、さらに、

欠格事由に該当する運送事業者のグループ企業の役員に相当する者も欠

格事由の対象とし、欠格期間も例えば５年（現在は事業許可取消を受け

た者に対して２年）とするなどの措置が必要である。 

なお、この措置を確実なものとするためには、欠格事由に該当する者

のデータベースの作成・管理・運用が必要である。 

 

③ 運送事業者に対する処分に係る情報の活用 

現在、運送事業者に対する処分については、過去 3 年間の状況が国土交通

省のホームページで公表されているが、今後は、以下のように、運送事業者

に対する処分情報がより一層効果的に活用されるような方策を実施する必

要がある。 
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ア 運送事業者の処分への認識向上 

運送事業者の法令等の違反に対する処分への認識を高めるため、運送事

業者に対する処分の情報をまとめた上で、メールマガジンや事業者団体等

により、運送事業者全体に伝えることにより注意喚起を行う仕組みを構築

する。 
これにより、運送事業者の違反に対する抑止力が働くと考えられる。 

 

イ 利用者等による運送事業者選択のための情報提供 

運送事業の利用者等が、運送事業者を選択する際に、当該事業者の処分

状況を考慮して選択できるよう、処分状況に関する情報を、利用者が利用

し易い形で提供することが重要である。 

この場合において、特に貸切バスについては、貸切バスの乗客と貸切バ

ス事業者の間に、旅行業者等が介在することが多いため、旅行業者等が、

乗客に対して、利用する貸切バス事業者の処分情報を提供し易いようにし

ておく必要がある。 

なお、運送事業者の処分情報を活用した利用者等による運送事業者の選

択が行われることにより、運送事業者の法令遵守に対するインセンティブ

が高まると考えられる。 

 

（２）金銭的処分導入の可能性の検討 
 

運送事業者の法令等の違反に対する行政処分の一手法として金銭的処分を導

入する場合、運送事業者に対して効果的にペナルティを課しつつ、利用者利便

の観点からは、地域の事情等を踏まえて運行サービスを継続することが可能で

あるといったメリットが考えられる。 

 一方、金銭的処分の導入については、安全確保の観点からは、法令違反が確認

された運送事業者に対して、事業停止や車両の使用停止処分を行うことが直接

的であるという点で適切であるとも考えられることから、これら既存の処分と

の関係をどのように整理するか、さらには違法行為の抑止という観点からは、

刑事罰との関係をどのように整理するか等の課題があり、それぞれ金銭的処分

として運用されている課徴金や、秩序罰である過料に該当する放置違反金にお

ける整理を参考としつつ、慎重に検討を行う必要がある。 
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３．監査に関する環境整備等 

 

（１）監査をサポートする第三者機関のあり方 
 

貸切バス事業者等に対する監査をサポートする第三者機関については、トラ

ックの適正化事業実施機関を参考として、新たに設置・運営することを検討す

べきと考えられる。 
 

① 第三者機関が担うべき主な役割 

第三者機関が担うべき主な役割としては、以下のものが考えられる。 

 

ア 「１．（１）」において示されたように、運送事業者の法令等の遵守状

況について、定期確認を実施し、違反が確認された場合は改善指導を実施

するとともに、重要な法令等の違反を犯している運送事業者に関する情報

を国へ報告する。 
なお、運送事業者に対するこの確認は、確認する側の第三者機関が主体的

にその確認日時を決定するなどの方法により実効性のある形で実施する必

要があると考えられる。 

 

イ アの確認結果等を踏まえて、優良運送事業者の認定を行い、認定された

優良運送事業者に対する定期確認の周期を拡大するなどの運用を行うこと

により、運送事業者における法令遵守等に対するインセンティブを高める。 

 

 

ウ その他、トラックの適正化事業実施機関を参考とした業務等を実施する。 

 

② 適正に業務を実施するために必要な体制・環境の整備 

監査をサポートする第三者機関が適正に業務を実施するため、トラックの

適正化事業実施機関の例を参考としつつ、以下の体制・環境の整備を行うこ

とが必要であると考えられる。 

 

ア 業務の実施体制の整備 

 予算、人員、財源等の体制整備が必要である。 

 

イ 職員の能力向上 

 職員が確認・指導手法等を習得するための研修の実施やマニュアルの整備

が必要である。 
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ウ 根拠法令の整備 

  第三者機関に期待される役割を果たす際に必要となる権限や任務を法令

で規定する必要がある。 

 

エ 監督の実施 

 第三者機関の適正な運営の維持の観点から、国等が監督を行う必要があ

る。 

 

（２）その他監査に係る体制の充実 

 

効率的・効果的な監査及びそれに伴う実効性のある行政処分を実施していく

ためには、監査をサポートする第三者機関の整備等のみならず、以下のような

監査を実施する監査官の体制の充実、さらには、運送事業者における監査の受

け入れ体制の整備が重要であると考えられる。 
 

① 監査官の体制の充実 

 今後、悪質な事業者に対する監査を重点的に実施していく中で、処分を着実

に実施するとともに、新たに街頭での監査等を実施していくためには、監査

官の増員が必要であると考えられる。 
また、監査官の能力向上の観点においては、監査官に対する新任研修、OJT

研修、スキルアップ研修等、対象者に合わせた各種研修について、適切な講

師が適切な内容の教材を用いて、タイミング良く実施することが不可欠であ

るため、現在実施している研修について、適宜見直しを行うことが必要であ

る。 
さらに、経験豊富な監査官により考案された優れた監査手法等を共有でき

るよう、これらの手法等を体系的に整理した上で、監査手法に係るマニュア

ルに反映し、監査において活用していくことが重要である。 
 

② 運送事業者における適切な運行管理体制の整備 

 輸送の安全確保等のための適切な運行管理の実施の観点から、全ての運送事

業者の営業所において以下のような運行管理に関する体制が整備されている

ことが重要と考えられる。 

ア 事業用自動車が運行している間、運転者の健康状態に異常が生じた場合

等における対応を運行管理者が迅速に行うことができるよう、当該運行に

責任を有する運行管理者の連絡先・所在を明確化 

イ 運行管理等に係る記録の即時かつ容易に確認できる状態での記載・保存 
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ウ 運転者の運転時間、拘束時間、休息期間等が容易に確認できる記録の作

成 

エ 運転者を特定する情報、ＧＰＳによる運行地点情報、運転時間等に係る

基準違反の有無等を記録するデジタル式運行記録計の事業用自動車への装

備 

 また、これにより、監査についても、運送事業者の不在による監査の中止、

法令違反を確認する記録等の不提示、長時間の確認作業等といった非効率的

な状況が改善される。 
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